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１１．．ははじじめめにに  

近年、有機農業には追い風が吹いている。その背景には、SDGs 採択以降、世界的潮

流となった環境意識の高まりとその普及がある。実際のところ、SDGs に影響を受けた

政策・施策が数多く展開されている。農業の未来を見据えた「みどりの食料システム戦

略」もその 1 つである。「みどりの食料システム戦略」（以下、みどり戦略）とは、「食

料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現」しようとする

政策方針であり、2021 年 5 月に農林水産省によって策定された1。 

この、みどり戦略において、重要な位置づけにあるのが有機農業の推進である（e.g., 

一般社団法人 農山漁村文化協会, 2021）。しかしながら、現行の有機農業経営には、構

造的な問題が横たわっている。みどり戦略で掲げられている有機農業取組面積の拡大

を達成するには、生産を拡大しつつ新たな販路を開拓することが急務となるが、有機

農業者にとって既存の流通加工業者を利用することは難しい（船津・田中・菊池・植村, 

2024）。なぜなら、既存の流通加工業者は、慣行農業をベースに構築されている「食料
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システム」に属しているからである。そこでの市場原理は、基本的には有機農業経営と

相容れない性質をもつ。既存の流通加工業者及び有機農業者双方の経営が成り立たな

いのである。みどり戦略において企図されているのも、慣行農業者、有機農業の双方を

対象にした新たな食料システムの構築である。食料産業全体の数十年規模にわたる再

構築が求められる。 

その一歩となるのが、現行の有機農業者、とりわけ「小規模の有機農業者」にとって

持続可能な経営を行うためのビジネスモデルの確立にあると考える。本稿において注

目する「地域支援型農業」（Community Supported Agriculture、以下 CSA）は、その 1 つ

として位置づけられる。CSA とは、「地域の生産者と消費者が食と農で直接的に結び付

き、コミュニティを形成して生産のリスクと生産物（環境を含む）を分かち合い、たが

いの暮らし・活動を支えあう農業」である（波夛野, 2019, p.11）。現状、CSA は有機農

業者にとって数少ない成功モデルであり、先行研究においても大いに注目されている。

しかし、同時に CSA の課題についても指摘されているところであり（e.g., 波夛野・唐

崎, 2019; 船津他, 2024）、経営的な視点からの考察の余地が大きい。 

かかる問題意識の下、本稿の目的は、CSA の経営実態についての考察を通し、有機

農業経営の実践についての洞察を得ることにある。 

本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では、CSA とは何かについて考察する。改

めて CSA の定義について触れ、その歴史について概観し、CSA の有機農業における意

義・役割について考察する22。その上で、本稿における分析視角となるビジネスモデル

について説明し、慣行農業と CSA のビジネスモデルを比較する。第 3 節では、CSA の

先行事例であるBIO CREATORSの事例について取り上げる。研究方法について説明し、

BIO CREATORS の概要と歴史、特徴、現状と課題について記述する。第 4 節では、CSA

の経営実態からみた有機農業経営の実践について考察する。BIO CREATORS の事例か

ら CSA の経営実態について考察し、有機農業経営の実践についての洞察を得る。更に、

CSA と有機農業経営の実践との関係性についてビジネスモデルの視点から考察する。

最後に、結びとして、考察結果の要約と今後の課題について述べる。 

 

   

 
2 本稿では、探索的事例研究にもとづいた考察を主たる目的とするため、CSA に関する詳細な先行研究のレビューは行わ

ない。そのため、CSA に関するまとまった研究成果として、波夛野豪・唐崎卓也編著（2019）『分かち合う農業 CSA～日

欧米の取り組みから～』創森社。における考察及び波夛野による研究成果を主として参考にしている。詳細な先行研究の

レビューについては、稿を改めて論じることとしたい。 
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２２．．CCSSAA ととはは何何かか  

22--11..  CCSSAA のの定定義義  

CSA とは、地域の農業を支える仕組みである。日本では「地域支援型農業」と訳さ

れることが多いが、直訳するならば「コミュニティに支えられた農業」である（波夛野, 

2019, p.10）。その取り組みの特徴として、波夛野は以下のことを挙げている。 

 

1. 生産者と消費者が流通事業者を介さず直接に結びつく。 

2. 消費者は前払いを原則に一定期間の購入を約束して共同購入に参加する。 

3. 産消ともに地域の農業を支援する理念を有している。 

 

以上をふまえ、波夛野は、CSA について「地域の生産者と消費者が食と農で直接的

に結び付き、コミュニティを形成して生産のリスクと生産物（環境を含む）を分かち合

い、たがいの暮らし・活動を支え合う農業」（波夛野, 2019, p.11）と定義している。 

 

 

図１ CSA のコンセプト 

出所：国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究所（2016, p.2）より転載。 

 

22--22..  CCSSAA のの仕仕組組みみ  

CSA の仕組み（図 1）は、「生産者と消費者が連携し、前払いによる農産物の契約を
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通じて相互に支え合う」もので、消費者が野菜セットの代金を 1 年あるいは半年とい

った単位で前払いすることや、援農など農場運営に積極的に関与する点に大きな特徴

がある（国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究所, 2016, 

p.1）。「年間購入契約」「セット野菜」「前払い」とすることで、農家は災害や気象の影

響で収穫量が減少しても収入が確保され、消費者は信頼できる農家から一年を通じて

安全で質の高い農産物を入手することができる。 

波夛野は、CSA の理念について「生産者と消費者の連帯による健全な社会の実現で

あり、そのための小規模農家の地位向上、消費者の求める食材の提供をめざすもので

ある」（波夛野, 2019, p.17）と主張しており、CSA は、単なる流通の仕組みではなく、

食のつながりで生まれる新たなコミュニティを通して、より健全な地域社会をめざす

取り組みであるといえる。 

 

22--33..  CCSSAA のの歴歴史史  

CSA の普及はアメリカが最も進んでいる。米国における CSA は、1986 年にテンプル

ウィルトンファーム、インディアラインファームという北東部の 2 つの農場による取

り組みから始まり、前者はドイツのバイオダイナミック農場、後者はスイスの産消協

同組合農場の影響のもとに設立されている（波夛野, 2019, p.14）。このようなドイツ、

スイス発の CSA は、現在では、米国、カナダ（ASC）で大きく発展を遂げ、欧州では、

フランス、イタリア、スペインなどで AMAP、GAS、Nekaserea という、それぞれ、家

族農業、小規模農業、連帯などの意味合いを持つ言葉で表現されて展開し、アジアで

も、韓国、中国などに広がっている（波夛野, 2019, p.16）。 

日本においては、CSA と類似した取り組みとして、CSA に先んじて有機農業運動で

実践された「産消提携」がある。「産消提携」とは、有機農業を実践する生産者と消費

者を直接に結びつける方法として実践された取り組みで、1970 年代初頭から活動が始

まったとされる（波夛野, 2019, p.22）。波夛野は、CSA と産消提携の違いについて、産

消提携では、有機農業に取り組むリスクと負担を生産者だけでなく消費者も担うこと

が理念に謳われているものの、CSA のような前払いという積極的な負担を消費者が負

うことがなかったという一点において、多くの共通点をもちながらもその違いは際立

っていると捉えている（波夛野, 2008, p.191）。 

産消提携は 80 年代中ごろから全国の地域に広がったが、生産者と消費者がそれぞれ

の立場から質的に豊かな社会をめざす運動体としての性格を有しながらも、安全安心

食品の流通媒体として他の事業者との競合関係に陥ることとなり、現在では、参加者
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5 

数の激減、参加団体の解散などの局面に直面している（波夛野, 2013, p.21）。産消提携

が流通の多様化、消費者団体の減少などにより衰退する中で登場したのが CSA である。 

日本において CSA は、平成 11 年（1999）版『環境白書』において取り上げられて以

降、徐々に認知が進んでいる（波夛野, 2019, p.16）が、まだ事例が少ない状況にあり、

明確な CSA のコンセプトと特徴をもつ国内の事例としては、神奈川県大和市の「なな

いろ畑農場」、北海道長沼町の「メノビレッジ長沼」、千葉県柏市・我孫子市の「風の

色」、茨城県つくば市の「つくば飯野農園」など、現状ではわずかである（唐崎, 2019, 

p.30）。 

唐崎は、近年の CSA の動きについて、都市市民が農業体験や援農、園芸福祉などを

通じて農に親しむライフスタイルが広がりを見せており、生産者と消費者の協働によ

る新たな農業のモデルとして、CSA が近年注目され始めていると指摘している（唐崎, 

2019, p.28）。また、国内での実践事例からは、消費者との連携を図りながら新規就農者

が地域農業の新たな担い手として定着している（唐崎, 2019, p.39）としており、今後

の日本の CSA が、地域の新規就労者によって担われる可能性についても示唆している。 

 

22--44..  CCSSAA のの有有機機農農業業ににおおけけるる意意義義・・役役割割  
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れる（農村工学研究所, 2016）。 

 

1. 生産者の経済的安定の支援：消費者が生産者から野菜セットなどの代金を年間ま

たは半年単位で前払いすることで、固定で安定した収入を得ることを支援する。

これにより、生産者は経営計画を立てやすくなり、安定した農業経営を図ること

ができる。また、これは天候不順や不作のリスクを生産者と消費者が共有するこ

とになり、生産者の潜在的な経済的リスクを軽減する。 

2. 多様な人材の農業参加の促進：消費者が農場運営に積極的に関与し、援農活動や

農業体験を通じて農業の理解を深める。結果、多様な人々を農業の新たな担い手

や支援者として迎え入れることで、農業の担い手不足を補う。 

3. 地域コミュニティの強化：生産者と消費者が直接契約し、野菜セットを定期購入

することで、生産者と消費者が連携し、顔の見える関係を築く。このようにして
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地域のコミュニティの関係性が強化され、地域の農地保全や環境保護にも寄与す

る。消費者参加型の農業を通じて、地域の連帯感や協力関係を醸成する。 

4. 食の安全と品質の確保：消費者は上記の仕組みを通して、安全で質の高い農産物

を入手することができ、有機農業を含む持続可能な農業の実践を促進する。生産

者は消費者に食の安心感を提供する。 

 

CSA の「Community」について、波夛野は「単なる地域社会のみならず、その空間性

はもちろん、リスクを分かち合うコミュニティ、価値観や思想を共有するコミュニテ

ィの意味も含意されている」と定義する（波夛野, 2019, p.11）。この CSA を成立させる

ことによって、新たなコミュニティの創造こそが重要な意義であると考える。小口

（2023）は、このコミュニティの創造過程を既存の「ローカル型コミュニティ（地域コ

ミュニティ）」から拡大した「テーマ型コミュニティ（ローカルを超えたつながり）」へ

の発展と位置づけている（小口, 2023, p.24）。また、「Supported」という言葉は、その

言葉の意味通りであれば、一方が他方を「支える」という事であるが、波夛野はこれを

一方的ではなく、双方向の「支え合う」と解釈し、CSA を「分かち合う農業」と表した

（波夛野, 2019, p.2）。お互いが相互に補完する関係性を構築する場の役割も持つとも

解釈できる。小口（2023）は、更に CSA は生産者と消費者コミュニケーションを促し、

食と農のつながりを再構築し、それを持続可能なものに発展させるものと位置づけて

いる（小口, 2023, pp.23-24）。結果、CSA は持続可能な農業の実践を通じて、持続可能

な社会の実現に寄与するビジネスモデルの構築を目指すものとなる。 

このように、CSA は有機農業の持続可能な経営の実践かつ有効なビジネスモデルの

1 つとしての意義・役割を担っていると考える。 

 

22--55..  CCSSAA ののビビジジネネススモモデデルル分分析析  

 

22--55--11..  ビビジジネネススモモデデルルのの定定義義とと分分析析枠枠組組みみ33  

ここで、本稿における分析視角となるビジネスモデルの定義及び実際に使用する枠

 
3 たとえば、初期の研究では、ビジネスモデルとは、価値創造の源泉であり、そのために企業の取引や、構造、ガバナン

のデザインを描くことになるといった主張がなされていた（Amit and Zott, 2001, p.493）。根来・浜屋（2012）は、ビジ

ネスモデルを「事業活動の構造モデル」として戦略・オペレーション・収益という 3 つの観点をもって捉え、「あるビジ

ネスが、どのような顧客に対して、どのように価値を生み出し、どのように価値を提供し、どのように収益を上げるかを

表現するモデル」であると定義している（根来・浜屋, 2012, pp.83-84）。川上（2013）は、ビジネスモデルを「顧客を満

足させながら同時に利益を生む仕組み」であり、「儲ける仕組み」だと表現し、マネタイズの側面を強調している（川上,

 2013, p.4）。ビジネスモデル分析という点では、井上（2019）が先行研究のレビューも含め、実践的な分析手法について

詳しく説明している。本稿で採用しているビジネスモデル・キャンバスについても説明されている。 
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組みについて説明する。いまや、「ビジネスモデル」は、一般用語として広く用いられ

ているが、学術的には様々な定義が併存している（入山, 2019, p.728）。多様な定義が

主張されているなか、入山（2019）は、各研究者による定義の共通項として「価値を生

み出すこと」を目指すものであり、様々な要素や関係性を「統合的につなぎ合わせたも

の」の 2 点があることを主張している（入山, 2019, pp.728-729）。 

そこで本稿では、価値創造だけでなく、ビジネスモデルの各要素との繋がりも重視

することで包括的にビジネスをデザインしようとする Osterwalder and Pigneur（2010）

の定義及び分析枠組みを採用する。 

Osterwalder and Pigneur（2010）は、ビジネスモデルを「どのように価値を創造し、

顧客に届けるかを論理的に記述したもの」（Osterwalder and Pigneur, 2010, 邦訳, p.44）

と定義し、「ビジネスモデル・キャンバス」という分析枠組みを提示している。これは、

9 つの構築ブロック（顧客セグメント・価値提案・チャネル・顧客との関係・収益の流

れ・リソース・主要活動・パートナー・コスト構造）からビジネスモデルを捉え、「キ

ャンバス」として描き出すことでビジネスモデルを分析する。 

 

22--55--22..  慣慣行行農農業業ののビビジジネネススモモデデルル  

CSA のビジネスモデルの特徴をつかむため、比較対象となる慣行農業のビジネスモ

デルについて考察したい。 

そもそも農業とビジネスモデルを関連づけた研究は豊富にあるとは言い難い。相原

（2014）は、JASI（日本農学文献記事索引）上で、キーワード「ビジネスモデル」で検

索すると、ヒット数 26 件うち農業ビジネスモデルに関わるものは 2 件に絞り込まれる

と述べている。しかし、農業とビジネスモデルを結びつけようと試みた研究が無いわ

けではない。たとえば、渋谷（2010）は、農業の事業の特殊性を勘案し、通常のバリュ

ーチェーンモデルに対して、主活動の「購買物流」を「生産基盤・施設整備」と「生産

資材調達」に、「製造」を「生産」と「加工」に区分する「農企業バリューチェーン」

と名付けて応用した。また、門間（2011）は、SWOT 分析、問題解決型手法の TN 法、

バランススコアカード、のそれぞれの頭文字をとって名付けられた「STB 法」を農業ビ

ジネスモデルの創造手法として提案している。その上で「ネットワーク農業経営組織」

を標榜し、全国の農家と、地域の農家の中でも中核農家グループがネットワーク組織

を作り、相互の経営資源や技術・知識・ノウハウを共有してマーケティングや加工を行

うというモデルを提示している（門間, 2011, pp.5-11）。 

これらの先行研究を参考に、慣行農業のビジネスモデルを示したものが図 2となる。
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慣行農業の場合、農産物の品質（規格）及び供給の安定が前提となる。生産者は文字通

り「生産」を担当し、そこからの流通、加工、販売といった一連の流れは、専門の業者

が担当することになる。そのため、生産者と消費者との関係性は（直売を除けば）極め

て希薄となる。最も特徴的なものは、農協の存在である。農協は、「顧客」（例：買取、

価格づけ）、「パートナー」（例：生産者同士のネットワークのハブ）、「リソース」（例：

金融、農機具レンタル、種子・肥料の供給）、「チャネル」（例：直売所）といったビジ

ネスモデルの構成要素の大半で非常に大きな役割を果たしている。結果、慣行農業の

ビジネスモデルでは、生産者が果たす役割は、相対的には限定的なものとなっている。 

 

 

図 2 慣行農業のビジネスモデル 

出所：門間（2011）と相原（2014）を参考に筆者作成。 

 

22--55--33..  CCSSAA ののビビジジネネススモモデデルル  

一方、CSA では上記の慣行農業のビジネスモデルと比較して、その基礎的な姿勢か

らも大きな違いが見受けられる（図 3）。まずもって、現状では、CSA のビジネスモデ

ルにおいて、農協は構成要素ではない（CSA には介在しない）。前提となるのは、生産

者と消費者（CSA の顧客）の関係性によるものである。CSA では、生産者と消費者は

直接結びつき、消費者は前払いを原則として一定期間の購入を約束するという共同購

入という仕組みがある。これは、有機農業の収穫物をただ購入するといっただけでな
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く、収穫がなかった場合に所得を得られなくなるという生産者のリスク低減、前払い

制による購入者支払額の固定、産物の詰め合わせ方式による作付け作物の全品を引き

取るといったことで「農場の生産環境や生産のプロセス全体を評価する」（波夛野, 2019, 

p.18）といった特徴がある。 

 

 
図 3 CSA のビジネスモデル 

出所：波夛野・唐崎（2019）を参考に筆者作成。 

 

更に、CSA では農作業や出荷作業などの農場運営に消費者が参加するといったこと

も見られる（唐崎, 2019, p.29）。たとえば、作物の配送に関しても、消費者の家庭へと

届けるのではなく、あるピックアップステーションに、消費者が取りに行くといった

具合である。またアメリカの事例では、消費者がマーケットスタイルの受け渡し場所

に来て、家族が食べられる分量を持ち帰るということもある。これは生産者の箱・袋詰

めの作業を省くだけでなく、消費者側は好みの形や大きさの作物を選べるといったメ

リットがある（門田, 2019, pp.64-65）。 

以上より、CSA のビジネスモデルの特徴は、従来の慣行農業とは違った顧客との関

係性を生み出し、そして価値提案を行うことにある。購入者は、リスクを共有するパー

トナーであり、農場運営や収益構造にも変化を与えているのである。 
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３３．．事事例例研研究究：：BBIIOO  CCRREEAATTOORRSS  

33--11..  研研究究方方法法  

前節で考察したように、CSA の有する特徴やビジネスモデルには、有機農業者にと

って多くのメリットがあることが分かる。それでは、有機農業者にとって CSA が普及

しているのかといえば、そうではない。実際のところ、日本国内で明確な CSA のコン

セプトを持ちつつ実践している事例は僅かである4。換言すれば、CSA には何らかの脆

弱性がありそれが CSA の普及を妨げているのかもしれない。 

こうしたことから、CSA の経営実態を把握するために、本稿においては、単一事例

を対象とする探索的事例研究を採用した（Yin, 2018）。対象とする事例の選定において

は、①CSA の成功事例として認識されていること、②われわれの研究グループの問題

意識に合致していること（主として、兵庫県内のアグリフードビジネスの発展に寄与

すること。詳しくは、本稿末尾を参照）、③調査の蓋然性が担保できること（インタビ

ュー調査、アンケート調査、圃場見学等が実施できること）という 3 点を基準とした。 

その結果、兵庫県神戸市西区で CSA に取り組んでいる生産者グループである「BIO 

CREATORS」を事例研究の対象とした。BIO CREATORS は、兵庫県内の有機農業者の

成功事例として認知されているだけでなく、日本における CSA の先駆的事例としても

取り上げられている（e.g., 船津他, 2024）。 

調査は 3 つの段階を経て実施された5。第 1 に、アンケート調査による予備調査であ

る（2024 年 2 月実施）。第 2 に、予備調査の集計結果を踏まえた再度のアンケート調査

の実施である（実施・回収期間：2024 年 7 月 17 日～24 日）。紙面もしくは Google フ

ォームによる回答を求めた（本稿末尾に調査票及び集計結果を掲載）。回収率は、100％

である（BIO CREATORS の構成メンバー5 人全て）。第 3 に、インタビュー調査である。

2024 年 7 月 18 日、8 月 14 日の 2 回に分けて実施した。いずれも 90 分、Web 会議シス

テムである Zoom を用いた。対象は、BIO CREATORS 代表の大皿一寿氏である。 

 

33--22..  BBIIOO  CCRREEAATTOORRSS のの概概要要  

BIO CREATORS は、生産者としてのキャリアがあり、高い品質を維持しつつ年間を

通じて多様な品目を栽培できるメンバーが集まる事で、顧客に対し安定した出荷を実

 
4 1970 年代から広まった産消提携を含めて、生産者と消費者の連携に基づく CSA と共通点をもつ活動は、少なからず存

在する（農村工学研究所, 2016, p.8）。 
5 本稿執筆のための調査以前にも、アグリフードマネジメント研究会の活動の一環として、BIO CREATORS 代表の大皿

氏の圃場見学、大皿氏を招いての研究会等を複数回にわたって実施してきた。 
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現している（表 1）。またメンバーは CSA に対する理解が深く、継続する事に高いモチ

ベーションを有している。 

表 1 BIO CREATERS に参加する生産者 

農園 名前 性別 年齢層 就農年数 耕地面積 主な栽培品目 

1 
大皿 

夫妻 

男 

女 
50 歳代 14 3ｈ 

ベビーリーフ、ケール、

ミニトマト 

2 A 氏 男 50 歳代 7 0.5ｈ 
にんにく、レタス、ブロ

ッコリー、トマト 

3 B 氏 男 30 歳代 7 0.6h 
黒丸大根、丸ズッキー

ニ、白なす 

4 C 氏 女 50 歳代 5 0.5ｈ 
（メンバー内で品目数

が最も多い） 

出所：公開情報及びインタビュー調査から筆者作成。農園 1（大皿氏）はご夫婦で従事。  

 
現在の事業内容は、①CSA（個人向け、企業連携型含む）の他に、②農業スクール6

の運営も行っており、売上に占める割合はそれぞれ 5：1 となる。 

CSA を運営するためには、営業、商品造成、生産管理、配送、イベント企画、顧客と

のコミュニケーション、会計といった業務が発生するが、一部の配送を除き基本的に

は「１」農園がそのほとんどを主体的に担っている7。 

 

33--33..  BBIIOO  CCRREEAATTOORRSS のの歴歴史史  

「１」農園の経営者である大皿氏は、「EAT LOCAL KOBE8」の FARMERS MARKET

で 2015 年から有機野菜を販売していた。その時に FARMERS MARKET 事務局から CSA

参加の呼びかけがあり、それに大皿氏が手を挙げる形で 2016 年にスタートした。スタ

ート時の生産者は大皿氏が有機農業を学んだ農園のメンバー3 名で会員数は 9 名であ

った。 

2018 年に現在のメンバーである A 氏と B 氏が加入した。合計 5 軒の生産者に対し 20

名の会員数で、経営的に苦しく続けるかどうかを悩んだ時期だったそうである。その

後発足当時のメンバー1 人が離農したため FARMERS MARKET で参加を呼び掛けた C

氏が加わる事になった。2020 年にはメンバー全員の作業分担の見直しを図ったが、そ

 
6 神戸市のネクストファーマーズ制度の認定研修期間として運営。年間 120 時間の座学と圃場での研修を提供している、

定員は 15～17 名、受講料 12 万円/人。 
7 会員参加型のイベントには原則メンバー全員参加し会員との交流を図っている。 
8 公民一体となって神戸の農水産物のローカル地産地消化を推進するプラットフォーム。詳しくは、EAT LOCAL KOBE

ウェブサイト〈https://eatlocalkobe.org/〉（最終閲覧日：7 月 30 日）を参照。 
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の過程で残っていた発足メンバーが離脱するなど経た後、現在に至る。 

大皿氏によると、これまでの経験からグループでの CSA 運営上特に重要なポイント

となるのが、生産者メンバー同士のフラットな関係性を構築し、それぞれが自発的に

CSA に取り組む土壌を作れるか、という点にあるという。そのためにもメンバー個々

人が CSA 以外の活動も自由に行えるよう、束縛、強要しない事を心がけているそうで

ある。 

 

33--44..  BBIIOO  CCRREEAATTOORRSS のの特特徴徴  

現在、個人向け CSA の会員数は 42 名であり、神戸市内に 6 つのピックアップステ

ーション有している（図 4）。個人向け CSA については、CSA の先行研究にて説明され

ている通りの CSA の運営を行っている。 

 

 

図 4 BIO CREATORS の CSA の現状 

出所：船津他（2024）、公開されている情報、インタビュー調査より筆者作成。 

 

BIO CREATORS の特徴は、複数の農園、有機農業経営者がチームを組んで実施して

いるところにある。 

BIO CREATERSの生産者5名 ＋新規就農者3名

株式会社ナチュラリズムの選果場

ピックアップ拠点
（神戸市内6か所）

ロート製薬
（東京・大阪・京都）

兵庫県庁
（神戸市内）

会員（42名、県内） 会員（43名、県外） 会員（58名、県内）
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加えて、BIO CREATORS の他ではみられない特徴として、「企業連携型 CSA」（船津

他, 2024）に取り組んでいることが挙げられる。企業連携型 CSA とは、CSA の 3 つ成

立要件9のうち、「消費者が農場のある地域に限定されず、連携先企業の社員となってい

るもの」である。通常の CSA に比べ、会員管理、代金決済、ピックアップステーショ

ンへの配送・手渡しといった生産活動以外の事務負担が軽減され、連携先企業によっ

て担われることで、会員数に比例して負担が増加しない流通システムとなっている（船

津他, 2024）。現在連携する企業・団体は 2 件（ロート製薬、兵庫県庁）である。 

 

33--55..  BBIIOO  CCRREEAATTOORRSS のの現現状状とと課課題題10  

BIO CREATORS のメンバーにとって、農業の売上（CSA＋CSA 以外の農業＋農業関

連事業）は約 8 割を占めており、その売上高や利益に対する満足度は高い。売上高に

占める CSA の割合は 20～30％である。CSA に対する評価も高く、将来性に期待をもっ

て活動している。CSA を含めた有機農業経営に対する評価も高くかつ将来の有機農業

経営についての期待度も高い。 

一方、全体的な課題については、「定期的、長期休暇の取得」「後継者問題・高齢化」

「有機農業への社会的指示と理解」「病害虫・雑草取り等への対応」「IT 化への対応、

知識習得」等が挙げられる。CSA の経営課題については、「消費者とコミュニケーショ

ンの取り方」「バックヤードの整備」「件数が多くなると雑務が増えることにより間違

えが多くなる」「全ての経営を CSA のみで行うことは難しい」「チームのメンバーの関

係構築」「地道に継続していくこと」がある。CSA を含めた有機農業の経営課題につい

ては、「多品目での栽培の安定」「収入の安定に至るまでの成功事例のケーススタディ」

「消費者の継続的な理解」「これからの有機農業者育成のためには、小規模農家を支持

する社会的仕組みが必要」「なぜ有機農業なのかという点を広く伝えていくこと（消費

者、生産者、行政そして教育機関など）」がある。 

 

４４．．考考察察：：CCSSAA のの経経営営実実態態かかららみみたた有有機機農農業業経経営営のの実実践践  

44--11..  CCSSAA のの収収益益面面ででのの意意義義  

ここからは、前節の BIO CREATORS の事例から CSA の経営実態について考察し、

 
9 CSA の 3 つの成立要件とは、（1）農場運営への（地域の）消費者参加、（2）前払いによる生産者の経営リスクの消費者

との共有、（3）持続可能な農業の実践の 3 つを満たすものである（農村工学研究所, 2016）。 
10 以下の現状と課題については、アンケート調査の集計結果（本章末尾・集計結果）にもとづいている。 
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更に有機農業経営の実践についての洞察を得ることを試みる。 

第 1 に、CSA の収益面での意義について考えてみたい。BIO CREATORS のメンバー

にとって、CSA 単独ではそれほど大きな売上を占めているわけではない。しかし、CSA

の特徴である「前払い制」「契約方式」により、売上予測を立てることができるという

「安心感」を生み出している。この点について、大皿氏は、「CSA は、わたしたちにと

って、ベーシックインカムのようなものなんです。この 8 年間続けてきたことでわか

ってきました」と述べている。不確実性が高い有機農業経営を続けていく上で一定の

売上高があらかじめ確保できるということは非常に大きな意味をもつ。これらの意義

については、CSA の特徴によるものであり、先行研究においても指摘されている通り

である。 

一方、先行研究では十分に言及されていない点として、CSA がそのまま有機農業経

営を意味するわけではないということである。BIO CREATORS の場合、メンバーは、

それぞれが独立した有機農業経営者であり、各自の事業ポートフォリオは異なってい

る。BIO CREATORS は、CSA の先駆的事例と評価されてはいるものの、CSA のみで各

自の経営が成立しているわけではない。 

視点を変えると、CSA を起点とした新たな事業が生み出されるという派生効果が生

み出されていると考えられる。当然ながら、CSA では自分たちを支えてくれる顧客と

のつながりが非常に重要となる。それは、有機農業者のコミュニケーション能力の強

化をもたらす。援農の際には、顧客に対して指導することを伴う。それは、農業関連の

事業へと派生する。有機農業に関する指導やコンサルティング、有機農業に関する講

演等々の派生事業を展開していく原動力となる。 

 

44--22..  CCSSAA のの規規模模拡拡大大のの限限界界  

第 2 に、CSA の規模拡大の限界について考えたい。CSA には小規模有機農業者にと

って多くのメリットがあり、有機農業経営を実践していくうえで大きな意味をもつ。

それでは、CSA の比重を高めていけば良いのかというと、そう単純ではないことが分

かる。 

BIO CREATORS の場合、バックヤード業務のコスト増により、現状では規模の拡大

が難しい。顧客によって配布期間の開始と終了やその頻度も異なる。そのため、顧客対

応に複数のパターンが存在し、バックヤード業務が非常に煩雑となる。加えて、BIO 

CREATORS の場合は、チームで CSA に取り組んでいることもあり、メンバー間での調

整コストも高くなる。 
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化をもたらす。援農の際には、顧客に対して指導することを伴う。それは、農業関連の
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第 2 に、CSA の規模拡大の限界について考えたい。CSA には小規模有機農業者にと

って多くのメリットがあり、有機農業経営を実践していくうえで大きな意味をもつ。

それでは、CSA の比重を高めていけば良いのかというと、そう単純ではないことが分

かる。 

BIO CREATORS の場合、バックヤード業務のコスト増により、現状では規模の拡大

が難しい。顧客によって配布期間の開始と終了やその頻度も異なる。そのため、顧客対

応に複数のパターンが存在し、バックヤード業務が非常に煩雑となる。加えて、BIO 

CREATORS の場合は、チームで CSA に取り組んでいることもあり、メンバー間での調

整コストも高くなる。 
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これらの課題は、現行の ICT を活用することで、ある程度の解決は可能であろう。

しかし、有機農業者が少ないこと、とりわけ CSA 事業者が少ないことを考えると、最

適なシステム開発、アプリ開発を行うためのハードルが高い。BIO CREATORS でも、

汎用のアプリ等の活用は図っているが、全ての業務には対応できていないという。 

また、CSA の成立要因でもある価値観を共有できる地域コミュニティの存在を考え

ると規模の拡大には自ずと上限がある。規模を拡大していくためには、地域コミュニ

ティ自体の規模の拡大が必要であり、前節にて課題として取り上げた「消費者の継続

的な理解」「なぜ有機農業なのかという点を広く伝えていく」ということが欠かせない。

一朝一夕に達成できるものではない。 

 

44--33..  CCSSAA ががももたたららすす感感情情面面ででのの効効果果  

第 3 に、CSA がもたらす感情面での効果について考える。前節の現状で述べたよう

に、BIO CREATORS のメンバーは、CSA 及び有機農業経営に対して満足度が高く、期

待度も高い。 

大皿氏に確認したところ、まずもって「有機農業に対して追い風が吹いていると実

感できていることがあります」ということがある。そして、「直接お客さんの相手をす

る CSA は、やはり慣行農業とは雰囲気が異なります。実際にお客さんと触れ合うこと

で熱量が上がります」「（BIO CREATORS という）グループで CSA に取り組んでいるこ

ともあり、仲間意識があります。それは、JA の部会等での雰囲気とはまた違うもので

す。（BIO CREATORS という）グループが小規模なので意思疎通も図りやすいです」と

述べている。 

このように、有機農業推進の機運の高まりという背景もあり、CSA を行うことで自

分たちを支援してくれている顧客と直接触れ合い、相互作用することで得られる充実

感・満足感が高いモチベーションへとつながっていることが分かる。 

 

44--44..  CCSSAA のの経経営営実実態態かかららみみたた有有機機農農業業経経営営のの実実践践  

以上をまとめると、CSA の経営実態として、メリットとしては、安定的な収益が期

待できること、有機農業者のモチベーション向上に高い効果があること、デメリット

（限界）としては、規模の拡大が難しいことが挙げられる。そして、有機農業経営の実

践という点では、必ずしも CSA 単独で有機農業経営を捉えることが適切ではないかも

しれないということが分かった。すなわち、CSA を起点とした派生効果によって、全

体としての有機農業経営の安定化、持続可能性の向上が期待できるということである。 
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このことをビジネスモデルとして表すと、図 5 の通りとなる。この図は、第 2 節で

説明した CSA のビジネスモデルに修正を加えたものである（下線部）。「リソース」の

変化を起点として、ビジネスモデル全体が変化（ビジネスモデル・イノベーション）し

ていく様子を表している。 

 

 

図 5 CSA を起点とした派生効果 

出所：筆者作成。 

 

①リソースの変化：CSA に取り組むことで、コミュニケーション能力や農業指導力

が向上する。それにより、主要活動の変化：農業指導、講演、コンサルティング等とい

った派生事業を実施することが可能となる。それは、②価値提案の変化：有機農業その

ものの指導、有機農業の知見といった新たな価値提案を生み出す。③顧客セグメント

の変化：この価値提案に対応する顧客セグメントは、有機農業を志す新規就農者とな

る。そして、有機農業を推進したい公的機関も顧客セグメントに加わる。④収益の流れ

の変化：これらの派生効果による様々な事業への展開が行われることで、有機農業者

に新たな事業からの収益をもたらす。それが結果として、有機農業経営の安定化、持続

可能性の向上につながる。⑤パートナーの変化：顧客セグメントが変化したことによ

り、新規就農者など新たな顧客が加わることで、コミュニティが拡大、強化される。⑥
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（更なる）リソースの変化：拡大、強化されたコミュニティから得られる情報や刺激に

より新たなリソースの発見や既存リソースの強化・展開につながる。そして、更なるリ

ソースの変化をもとに、イノベーションが継続していくことになる。こうして、CSA を

起点とした派生効果は、1 つの循環モデルとして機能していく。 

 

５５．．結結びび  

本稿では、CSA の経営実態についての考察を通し、有機農業経営の実践について洞

察を導出しようと試みた。考察の結果、CSA の経営実態は、以下の通りとなった。メ

リットとしては、安定的な収益が期待できること、有機農業者のモチベーション向上

に高い効果があることがある。一方、デメリット（限界）としては、規模の拡大が難し

いことが挙げられる。そして、有機農業経営の実践についての洞察は、必ずしも CSA

単独で有機農業経営を捉えることが適切ではないかもしれないということである。す

なわち、CSA を起点とした派生効果によって、全体としての有機農業経営の安定化、

持続可能性の向上が期待できるということである。それは、CSA のビジネスモデルに

おける「リソース」の変化を起点とした、ビジネスモデル・イノベーションとして描く

ことができる。 

本稿のインプリケーションは、有機農業者を含めた小規模農業者にとって最適なビ

ジネスモデルとは何か、ということを改めて考える必要があるのではないか、という

ことである。目下、農業の生産性を上げていくため農地集積・集約化による大規模化が

進められている。当然ながら、そこでの範となるビジネスモデル（バリューチェーン）

は、規模拡大を前提としたものとなってしまう。それは、慣行農業、有機農業を問わず

である。量産効果を狙った工業化モデルに寄せていく発想である。もちろん、農地集

積・集約化の流れは、農業の生産性を上げるための必要条件ではあろう。ただし、十分

条件ではない。現状、小規模農業者が多くを占めており、更には担い手不足という問題

を抱えるなか、様々な就農ニーズに応える多様なビジネスモデルを提示することは大

きな意義がある11。 

今後の研究課題は、大きく 2 点に分けられる。第 1 に、BIO CREATORS に対する更

 
11 農林水産省が実施した「令和 6 年農業構造動態調査」〈https://www.maff.go.jp/j/tokei/kekka_gaiyou/noukou/r6/index.htm

l〉（最終閲覧日：2024 年 8 月 27 日）によると、北海道を除く都府県で経営耕地面積が１ha 未満の農地は全体面積の 11.

3％、1～5ha 未満が 29.7％、合計で 41％を占める。また、一般社団法人全国農業会議所全国新規就農相談センターが 202

2 年 3 月に発表した「新規就農者の就農実態に関する調査結果」〈https://www.be-farmer.jp/uploads/statistics/YV447s7CQj

wBYJ3OtEht202203231858.pdf〉（最終閲覧日：2024 年 8 月 27 日）によると就農１年目の新規就農者の農地の経営面積を中

央値で確認すると 50.0a である。 
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なる調査の実施である。今回は、BIO CREATORS のメンバーを対象にしたアンケート

調査、インタビュー調査に留まっており、船津他（2024）が実施しているような BIO 

CREATORS の顧客を対象にした調査までは至らなかった。顧客を含めた調査を実施す

ることにより、本稿での考察結果の内的・外的妥当性を高めることができる。第 2 に、

BIO CREATORS 以外の有機農業者への調査対象の拡大である。神戸市内、兵庫県内に

は、BIO CREATORS の他にも有機農業者やそのグループがあり、そこでは、また異な

った有機農業経営の実践が展開されていると考えられる。調査対象を拡大することで、

本稿の考察結果の追試だけではなく、更なる発見事実が得られる可能性は非常に高い。 

 

謝謝辞辞  

本論文の執筆にあたり、調査に多大なるご協力を頂いた BIO CREATORS のメンバー

にまずは心より感謝申し上げます。農繁期の多忙な時期にも関わらず、アンケートに

ご協力を頂きました。また有機農業や CSA 普及のために、との想いから複数回のイン

タビュー調査に対応して頂いた大皿一寿氏には特に感謝の意を表します。本当にあり

がとうございました。 

 

アグリフードマネジメント研究会について 

本研究会は、リカレント教育の一環として兵庫県立大学大学院 社会科学研究科 経

営専門職専攻（経営専門職大学院）の修了生が中心となり、修了後の学びと交流の継続

を目的として 1 年間の準備期間を経て、2023 年 4 月に結成された。顧問に西井進剛教

授（大阪商業大学総合経営学部教授・兵庫県立大学名誉教授）を迎え現在 12 名で活動

している。参加メンバーの内、食に直接関係する仕事に携わっているものは僅かであ

るが、それぞれ食料自給率や食料安全保障、農村部も含めた地域活性化など食を取り

巻く現状に問題意識がある。これまで、兵庫県内の昆虫食用のコオロギを育成してい

る施設や、六次化を図る農業生産者の現地視察、漁協の見学ツアーへの参加など様々

なフィールドワークを実施しつつ、関連文献の学習会も開催している。兵庫県を中心

に、経営学の知識を活かし、研究と実践を通じて食分野の様々な課題解決を目指し活

動をおこなっている。 
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アアンンケケーートト調調査査のの集集計計結結果果  

11.. CCSSAA 及及びび有有機機農農業業のの経経営営成成果果  

(1) 「売上高」（売上原価や必要経費を引く前）の内訳（単位％） 

 

表-1 売上高の内訳 

 CSA CSA以外の農業 農業関連事業 農業以外 

度数 有効 4 4 4 4 

非該当 1 1 1 1 

平均値 25.00 37.50 22.50 15.00 

中央値 25.00 40.00 15.00 12.50 

標準偏差 5.774 15.000 18.484 10.801 

最小値 20 20 10 5 

最大値 30 50 50 30 

 

(2) 「農業での売上高や利益」（CSA＋CSA 以外の農業＋農業関連事業）の満足度 

1＝全く満足していない、4＝どちらでもない、7＝非常に満足している 

 

表-2 「農業での売上高や利益」の満足度 

 

 

(3) これまでの CSA についての満足度 

1＝全く満足していない、4＝どちらでもない、7＝非常に満足している 

 

表-3 これまでの CSA についての満足度 

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 5.20 

中央値 5.00 

標準偏差 .837 

最小値 4 

最大値 6 

 度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 どちらでもない 1 20.0 20.0 20.0 

やや満足している 2 40.0 40.0 60.0 

満足している 2 40.0 40.0 100.0 

合計 5 100.0 100.0  

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 6.00 

中央値 6.00 

標準偏差 .707 

最小値 5 

最大値 7 

  度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 どちらでもない 2 40.0 40.0 40.0 

やや満足している 1 20.0 20.0 60.0 

満足している 1 20.0 20.0 80.0 

非常に満足している 1 20.0 20.0 100.0 

合計 5 100.0 100.0  
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(4) CSA の将来についての期待度 

1＝全く期待していない、4＝どちらでもない、7＝非常に期待している 

 

表-4 CSA の将来についての期待度 

 
 

 

(5) これまでの CSA を含めた有機農業経営についての満足度 

1＝全く満足していない、4＝どちらでもない、7＝非常に満足している 

 

表-5 CSA を含めた有機農業経営についての満足度 

 

 

 

(6) CSA を含めた有機農業経営の将来についての期待度 

1＝全く期待していない、4＝どちらでもない、7＝非常に期待している 

 

表-6 CSA を含めた有機農業経営の将来についての期待度 

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 6.00 

中央値 6.00 

標準偏差 .707 

最小値 5 

最大値 7 

 度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 やや期待している 1 20.0 20.0 20.0 

期待している 3 60.0 60.0 80.0 

非常に期待している 1 20.0 20.0 100.0 

合計 5 100.0 100.0  

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 5.80 

中央値 6.00 

標準偏差 .447 

最小値 5 

最大値 6 

 度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 やや満足している 1 20.0 20.0 20.0 

満足している 4 80.0 80.0 100.0 

合計 5 100.0 100.0  

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 6.00 

中央値 6.00 

標準偏差 .000 

最小値 6 

最大値 6 

 度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 期待している 5 100.0 100.0 100.0 
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(4) CSA の将来についての期待度 

1＝全く期待していない、4＝どちらでもない、7＝非常に期待している 

 

表-4 CSA の将来についての期待度 

 
 

 

(5) これまでの CSA を含めた有機農業経営についての満足度 

1＝全く満足していない、4＝どちらでもない、7＝非常に満足している 

 

表-5 CSA を含めた有機農業経営についての満足度 

 

 

 

(6) CSA を含めた有機農業経営の将来についての期待度 

1＝全く期待していない、4＝どちらでもない、7＝非常に期待している 

 

表-6 CSA を含めた有機農業経営の将来についての期待度 

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 6.00 

中央値 6.00 

標準偏差 .707 

最小値 5 

最大値 7 

 度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 やや期待している 1 20.0 20.0 20.0 

期待している 3 60.0 60.0 80.0 

非常に期待している 1 20.0 20.0 100.0 

合計 5 100.0 100.0  

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 5.80 

中央値 6.00 

標準偏差 .447 

最小値 5 

最大値 6 

 度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 やや満足している 1 20.0 20.0 20.0 

満足している 4 80.0 80.0 100.0 

合計 5 100.0 100.0  

 

度数 有効 5 

欠損値 0 

平均値 6.00 

中央値 6.00 

標準偏差 .000 

最小値 6 

最大値 6 

 度数 ％ 有効％ 累積％ 

有効 期待している 5 100.0 100.0 100.0 
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22.. CCSSAA 及及びび有有機機農農業業ににおおけけるる経経営営課課題題  

(1) CSA 及び有機農業を行う上での困難や課題 

1＝全く満足していない、4＝どちらでもない、7＝非常に満足している 

 

表-7 CSA 及び有機農業を行う上での困難や課題（平均値降順） 

 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

⑬耕作地の確保 5 4 7 6.00 1.414 

①有機農業の仲間づくり、ネットワーク構築 5 5 7 5.80 .837 

⑮有機JAS等、各種規格への対応 5 4 6 5.20 1.095 

㉒有機農業に関する技術、情報の共有 5 3 7 4.80 1.483 

⑥販路拡大等、売上先への営業活動 5 3 6 4.80 1.304 

⑭自作物のブランド化 5 2 6 4.60 1.673 

⑪隣接一般農地との関係 5 2 7 4.60 2.408 

⑤JAやその他既存の組織との関係 5 3 6 4.60 1.140 

④日々の農作業時の充実感 5 1 6 4.40 2.074 

⑳融資、補助金等の資金的な課題 5 3 5 4.20 .837 

⑯採算性の確保 5 3 5 4.20 .837 

⑫有機農産物の市場、 消費者の確保 5 3 6 4.20 1.304 

㉑生産者からの積極的な情報発信 5 2 6 4.00 1.581 

㉔消費者ニーズの情報獲得 5 2 6 3.80 1.789 

⑱農機具、機械等への設備投資 5 2 6 3.80 1.789 

⑧土づくり・たい肥作り 5 2 5 3.80 1.304 

⑰有機農作物の市場での単価アップ、価格の安定化 5 2 6 3.40 1.673 

⑲種子、肥料、原油等の原材料他の高騰への対応 5 1 5 3.20 1.483 

⑩天候不順など気候変動への対応 5 1 6 3.00 2.000 

㉓IT化への対応、知識習得 5 1 6 2.80 2.168 

⑨病害虫・雑草取り等への対応 5 2 5 2.80 1.304 

②有機農業への社会的支持と理解 5 2 4 2.80 .837 

③後継者問題・高齢化 5 1 4 2.40 1.140 

⑦定期的、長期休暇の取得 5 1 2 1.40 .548 

 

(2) CSA の経営課題 

「消費者とコミュニケーションの取り方」「バックヤードの整備」「件数が多くなると

雑務が増えることにより間違えが多くなる」「全ての経営を CSA のみで行うことは難

しい」「チームのメンバーの関係構築」「地道に継続していくこと」 

 

(3) CSA を含めた有機農業の経営課題 

「多品目での栽培の安定」「収入の安定に至るまでの成功事例のケーススタディ」「消

費者の継続的な理解」「これからの有機農業者育成のためには、小規模農家を支持す

る社会的仕組みが必要」「なぜ有機農業なのかという点を広く伝えていくこと（消費

者、生産者、行政そして教育機関など）」 
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